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事務事業シート（実施計画事前基礎シート）
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５．今後の方向性（担当室による内部評価）

（中事業名）※予算書事業名

教育フォーラム事業

人
工
数

②概算人件費 924千円

0.12人 0.12人 0.12人

①+②総事業費

臨時職員等

職員

1,124千円

(0千円) 924千円 924千円

1,124千円(0千円) 1,146千円 924千円 1,124千円

924千円 924千円

内
訳

(

千
円

)

国･県支出金

その他（　　　）

地方債

一般財源 (0)

0.12人

200222 0 200 200

0.12人

教育フォーラム
開催

200千円

H.25年度(作成時予算額)

222千円 0千円 200千円 200千円

主な事業の
実績・計画

平成25年1月19日開催
（ADSホール・参加者412名）
【主な内容】名張中学校オー
ケストラ部演奏/教育実践発
表（桔梗南幼稚園、梅が丘小
学校、桔梗が丘中学校）/名
張市子ども教育ビジョンの進
捗状況説明、教育実践発表/
講演会

報償費22千円、消耗品費1千
円、印刷製本費47千円、委託
料33千円、会場使用料119千
円

教育フォーラム開催
（ゼロ予算事業）
１２月開催予定

会計区分

一般会計

教育費

教育総務費

H.26年度（事業計画） H.27年度（事業計画）

教育フォーラム
開催

重点施策コード

H.24年度（事業量・取組実績） H.25年度（事業量・取組計画）
３．総合計画の目標達成に向けた主な事業の実績・計画

総
合
計
画

政 策 心豊かな教育と文化に包まれた、ゆとりある暮らし

基本政策 生きる力をはぐくむ教育の充実

施 策 学校教育

小 施 策 義務教育

担当室名 室長名

(H.25)No.

教育フォーラム事業

1189

教育委員会事務局 教育総務室 内匠  勝也

事務事業名

担当部局名

1189 (H.24)No.

事業コード 463601

H.24年度（決算見込）

フォーラムの開催目的を明確にしながら、市民や保護者の皆様に気
軽に参加いただける内容となるよう工夫が必要です。

考察（H.24年度の取組評価、課題） 今後の対応方針（課題解決への取組、工夫・改善の内容）

①直接事業費

（小事業名）

教育振興費 教育フォーラム事業

H.28年度（計画予算）H.27年度（計画予算）H.26年度（計画予算）

事業目的（めざす効果）

事業内容

H.28年度（事業計画）

教育フォーラム
開催

名張市子ども教育ビジョン
教育フォーラムは、教育関係者、保護者、地域住民など、子どもの教育に関わるすべての人
が一堂に会して、成果の発表や課題を互いに交流する中で学びあう場として位置づけている
ことから、成果や課題を踏まえた工夫・改善を重ね、継続していくことが必要です。

これまでのフォーラムでは、パネルディスカッションのパネリストとし
て、学校支援地域本部やＰＴＡ連合会から代表の方に参画いただい
ており、地域や関係団体との連携は必要不可欠です。

地域づくり組織、市民活動団体等との連携･協働は図れないか

Ｂ（いずれかの施策指標達成に貢献又は基本方針達成に貢献）

６．事務事業の取組に関係する主な市の計画具体的な見直し内容・検討内容、継続の理由

実践している（※実践内容を記載→）

  名張市子ども教育ビジョンに位置づけている「教育
フォーラム」を開催します。

  教育フォーラムの開催により、教育関係者、保護者、
地域住民が一堂に会し、教育活動の実践・研究の成果
発表の場、または交流の場とし、「名張市のめざす教
育」「名張市のめざす子ども像」を共通認識し、市民み
んなで子どもを育てるしくみを構築します。

４．担当室による事務事業の点検 （*点検等による成果向上や見直しが困難な事業(法令等による義務的経費、災害復旧等緊急事業など)は点検対象外）

 【選択肢】
　 継続（改善）、継続（現行）、継続（拡大）、継続（縮小）、統合検討、休止検討、廃止検討、事業完了（予定含む）

継続（改善）

教育活動の実践・研究の成果発表の場、教育委員会の取組を広く周
知するという観点から、400名を超える参加者があったことは評価でき
ますが、教育関係者の参加が多く、市民や保護者の参加を増やすた
めの工夫が必要です。

点検項目 内容（施策達成への貢献内容、連携･協働の実践･検討内容）

本事業は、家庭、地域、学校が十分に連携して教育活動や学校運営
に取り組み、魅力ある地域に開かれた学校づくりを進めるために必
要な事業のひとつとなっています。

事業内容や取組成果は、総合計画の施策達成に貢献しているか


